
jimu
タイプライターテキスト
資料アー15

jimu
タイプライターテキスト
大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会

jimu
タイプライターテキスト
最終報告（抜粋）





















18．第七次看護職員需給見通しについて 

第七次看護職員需給見通しに関する検討会報告書（概要） 

 

 

 １．はじめに  

 

 医療提供体制等を踏まえた需給見通しに基づいて看護職員の確保に努めるため、看護

職員確保に資する基本的資料として概ね５年ごとに看護職員需給見通しを策定 

 
 

 ２．新たな看護職員需給見通しの策定  

 

（１）策定の方法 
 

地域の医療提供体制の確保を担う都道府県が、各都道府県の実状を踏まえ、看護 

職員の需要数・供給数の積上げを行い、厚生労働省が取りまとめ 
 

需要数については、都道府県が病院等に対して調査を行い（病院等は、看護の質の 

向上や勤務環境の改善等の要因に関し実現可能と判断した人数を回答）、その集計結

果を基に算定 
 
 供給数については、再就業者数の現状等を踏まえつつ、政策効果も加味して推計 

 
期間は平成２３年から平成２７年までとし、常勤換算で算定（参考として、実人員 

の需給見通しも作成）。また、助産師については再掲 

 

（２）新たな看護職員需給見通し 
 

看護職員の需要見通しは、平成２３年の約１４０万４千人から、平成２７年には                                      

約１５０万１千人に増加するとの見込み（約６．９％の伸び率） 
 
病院については、約９０万人から約９６万６千人、診療所については、約２３万                                      

２千人から約２４万２千人、訪問看護ステーションについては、約２万８千人から                                       

約３万３千人、介護保険関係については、約１５万３千人から約１６万５千人に増加

するとの見込み 
 

看護職員の供給見通しは、平成２３年の約１３４万８千人から、平成２７年には                                      

約１４８万６千人に増加するとの見込み（約１０．２％の伸び率） 
 
当初就業者数については、約１３２万１千人から約１４４万８千人、新卒就業者数

については、約５万人から約５万３千人、再就業者数については、約１２万３千人                                       

から約１３万７千人、退職等による減少数については、約１４万５千人から約１５万

２千人との見込み 
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３．長期的な看護職員需給見通しの推計  

 

 少子化による養成数の減少等を踏まえた長期的な需給見通しの推計について検討する

ため、社会保障国民会議による「医療・介護費用シミュレーション」の医療提供体制に

関する複数のシナリオを前提として、２０２５（平成３７）年における看護職員の需給

について推計した、厚生労働科学研究（伏見清秀「地域の実情に応じた看護提供体制に

関する研究」）の研究結果を聴取 
 
 現在のサービス提供体制を前提とするシナリオの場合には、２０２５（平成３７）年

の需要数は、実人員ベースで約１９１万８千人から約１９９万７千人、一般病床を急性

期と亜急性期・回復期等に機能分化し、医療資源を一層集中投入するシナリオの場合に

は、約１８３万９千人から約１９１万９千人、供給数は、約１７９万８千人という推計

結果であった 
 
  

 いずれのシナリオにおいても需要数が供給数を上回る結果となったが、長期推計に 

おいては、医療提供体制の機能分化がどのようになされるか等が大きな影響をもたらす

ことから、上記の研究結果は今後の看護職員確保対策を検討していくに当たっての参考

となる知見という位置付け 

 
 
 ４．看護職員確保対策の推進  

 

 看護職員需給見通しを着実に実現していくためには、定着促進を始め、養成促進、再

就業支援にわたる確保対策について一層の推進を図ることが必要不可欠 

 

（１）養成促進 
 
    医療の高度化、療養の場や国民のニーズの多様化に対応できる資質の高い人材を 

 養成していくため、引き続き看護師等養成所の運営に対する支援等の促進策を講じ 

 るとともに、看護基礎教育の質の担保を図ることが定着促進にも効果 

 

（２）定着促進 
 
  ① 勤務環境の改善 
 

医療の高度化等に伴い多忙となっているが、夜勤による交代制勤務を伴う過酷

な超過勤務の継続は慢性的な疲労に繋がり、医療安全の観点からも問題との指摘 
 

かかる状況の改善のため、労働時間管理への取組みを促進するほか、看護業務

の効率化を推進していくことが必要 
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（別表１）

平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

1,404,300 1,430,900 1,454,800 1,477,700 1,500,900

①　病 院 899,800 919,500 936,600 951,500 965,700

② 診 療 所 232,000 234,500 237,000 239,400 242,200

③ 助 産 所 2,300 2,300 2,400 2,400 2,400

④
訪 問 看 護
ス テ ー シ ョ ン

28,400 29,700 30,900 32,000 33,200

⑤ 介 護 保 険 関 係 153,300 155,100 157,300 160,900 164,700

⑥
社会福祉施設、
在宅サービス

（⑤を
除く）

19,700 20,400 20,900 21,500 22,100

⑦
看 護 師 等
学 校 養 成 所

17,600 17,700 17,700 17,800 17,900

⑧ 保健所・市町村 37,500 37,600 37,800 38,000 38,200

⑨ 事業所、研究機関等 13,800 14,000 14,100 14,300 14,500

1,348,300 1,379,400 1,412,400 1,448,300 1,486,000

①　年当初就業者数 1,320,500 1,348,300 1,379,400 1,412,400 1,448,300

② 新 卒 就 業 者 数 49,400 50,500 51,300 52,400 52,700

③ 再 就 業 者 数 123,000 126,400 129,600 133,400 137,100

④
退 職 等 に よ る
減 少 数

144,600 145,900 147,900 149,900 152,100

56,000 51,500 42,400 29,500 14,900

96.0% 96.4% 97.1% 98.0% 99.0%

注）四捨五入のため、各項目の数値の合計等は一致しない。

（供給見通し／需要見通し）

第七次看護職員需給見通し
（単位：人、常勤換算）

区  　　　　　分

需　要　見　通　し

供　給　見　通　し

需要見通しと供給見通しの差
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